
法人化設立と従業員の働きがい創出を目指して
経営概要
株式会社ねっこ農園
◆代表者・所在地
金子克浩 徳島県吉野川市

◆設立
 令和５年７月
◆経営規模
 青ネギ（年３作） １ha
◆従業員数
 役員２名、パート・アルバイト８名
◆事業内容
青ネギの周年生産、出荷に取り組む。

法人化

相談内容２

支援内容3
■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議を開催し、中小企業診断士の経営分析

を基に課題整理を行った上で、専門家を派遣して法人化
に関する情報提供や雇用条件及び就業規則の検討に向
けた指導・助言などを行うこととし、法人設立や労働環境
整備に向けた支援チームを編成し、支援計画等を策定し
た。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、社会保険労務士、普及指導員

法人設立のタイミング、設立の手続き、資産の引き継
ぎや税務申告の方法、社会保険・雇用保険の手続きや
就業規則の作成方法など、法人化へ向けて総合的な助
言を希望する。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、支援センターのサテライト窓口である
普及指導センターが中心になり、相談者との意見交換、疑
問点・課題の整理を行った。その後、中小企業診断士と
社会保険労務士を派遣し、今回の分析や支援計画を基
に、法人化、労働環境整備に向けた支援を行った。

・法人形態・税務会計の助言
（中小企業診断士）
法人化に向けた聞き取りを行い、法人設立のタイミング、
設立の手続き、資産の引き継ぎ、税務申告の方法などの
疑問点や課題の整理、経営の方向性を明確にするための
助言を行った。

・労働環境の整備に向けた助言
（社会保険労務士）
法人設立後、経営方針の一つである、従業員１人１
人に合わせた勤務形態の実現に向け、雇用条件や就業
規則について法律と照らし合わせた上で、運用面で問題が
ないかの確認と助言を行った。
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普及指導員と、作成した「就業規則」を確認している様子

雇用・労務

いきいき働く(株)ねっこ農園の方々

就農を志して県外から移住し、農業法人での雇用就農
を経て、平成29年７月に独立就農した。当初より「家業
ではなく地域の産業として誇れる農業経営」を理念に掲げ、
農業次世代人材投資資金・夫婦型を受給しながら栽培
技術の向上・販路開拓・地域の女性雇用の取組を通し
て経営規模を拡大してきた。
更に経営を発展させるためには、法人化して経営の透明
化と管理の徹底、人材確保、対外信用力の向上が不可
欠と考え、法人設立のサポートをしてほしいと普及指導セン
ターに相談したところ、「徳島県農業経営・就農支援セン
ター（以下、「支援センター」という。）」を紹介された。



 徳島県農業経営・就農支援センターは、徳島県農業を支える多様な担い手を育成・確保するための相談窓口として、徳
島県・市町村を始め農業関係機関・団体と連携を図りながら、農業の担い手育成、確保に向けたさまざまな支援を行ってい
きます。

ＪＡ会館外観

組織概要
■相談窓口
【経営・就農相談】
住 所：徳島県徳島市北佐古一番町５番12号
住 所：ＪＡ会館本館８階
住 所：一般社団法人 徳島県農業会議
電話番号：０８８－６７８－５６１１
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～17：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
専門家の助言を受けて、法人設立の手順やスケジュー

ルを明確化できたので、経営計画を栽培計画・人材育成
雇用計画・設備投資計画に落とし込み、従業員に経営ビ
ジョンやミッションを共有し、理解を得た上で法人化するこ
とができた。

喜びの声

個人事業として開業した当初から法人化を目指しており
ましたが、具体的にいつ何をすればよいのか分からないまま
になっていました。専門家の方から助言をいただいたおかげ
で、ビジョンとビジョン達成に向けた計画がより明確になり、
手続き等の実務面も無理ないスケジュールで法人を設立
することができました。

相談者は、今後の労働力不足を見据え、今から良い人
材を確保し、将来の経営継承に備えた法人化を目指すと
いう目標が明確でした。
今後、地域の離農農地を引き受けることになると、現在
の作付け構成では厳しくなるので、新たな作付体系も検討
していく必要があります。
支援を通じて、法人の理念、ビジョンをしっかり考え、目指
す農業経営の姿を明確にできたことで、今後一層の活躍
が期待できます。

専属スタッフ所感

栽培規模拡大のため定植を機械化

■今後の展開
指示通りに作業をこなすだけでなく進捗管理や作業計画
まで任せられるような人材を育成し、適切な設備投資も
併せて行うことで、品質を保ちながら経営規模を拡大して
いきたい。
また、個々の従業員の適性やスキルを活かせるよう農作
業受託や販路開拓にも取り組み、法人の発展を通して従
業員の所得向上・働きがい創出にもつながるような経営
を目指す。

＜支援機関＞徳島県農業経営・就農支援センター




